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令和７年国勢調査に係る人材派遣業務仕様書  
 

 この仕様書は、市川市（以下「派遣先」という。）が行う業務を補助するために、派遣元事業主

（以下「派遣元」という。）の雇用する労働者（以下「派遣労働者」という。）を派遣先に派遣

するための必要な事項を定めるものとし、もって適正な履行を確保するものとする。 

 

１  件  名   令和７年国勢調査に係る人材派遣業務  

 

２  目  的   総務部総務課において行う国勢調査に伴う郵送提出された調査書類の処理に関

する業務（以下「郵送提出調査票処理業務」）、国勢調査に伴う調査書類の処

理に関する業務（以下「調査書類整理・点検業務」）を、労働者派遣により遂行す

ることを目的とする。 

 

３  派遣労働者の就業場所  

（１）郵送提出調査票処理業務  

市川市南八幡４丁目２番５号  いちかわ情報プラザ２０１号  

（２）調査書類整理・点検業務  

市川市南八幡４丁目２番５号  いちかわ情報プラザ２０１号  

 

担当部署：市川市  総務部  総務課  統計グループ 

電話  ０４７－３１８－９１８８  

 

４  派遣期間及び派遣人員  

（１）郵送提出調査票処理業務  

令和７年１０月２１日～１０月３１日：３人  

※土曜・日曜・祝日を除く９時から１７時まで 

※詳細な日程及び人数については派遣先・派遣元で別途協議の上、決定する。 

 

（２）調査書類整理・点検業務  

令和７年１１月１０日～令和７年１２月１９日：２５人  

令和８年１月６日～令和８年１月２９日：１５人  

令和８年２月２日～令和８年２月２６日：１０人  

※土曜・日曜・祝日を除く９時から１７時まで  

※詳細な日程及び人数については派遣先・派遣元で別途協議の上、決定する。 
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５  業務内容   

（１）郵送提出調査票処理業務  

① 郵送提出用封筒の開封・仕分け業務を行う。 

② 郵送提出世帯の情報のデータ入力業務を行う。 

③ その他派遣先が指示する上記に付随する業務を行う。 

④ 派遣元は、当該業務を行う派遣労働者の選定を次の条件で行わなければならない。 

（ア）派遣期間中継続して業務を行える者とするが、やむを得ない場合は、同様の業務が引き

続き対応可能な交代者とする。 

⑤ 派遣元は、当該業務を行う派遣労働者の選定を次の条件で行わなければならない。 

（ア）Windows 系パソコン、Microsoft Excel の基本操作ができる者とする。 

（イ）一般事務（総務事務・経理事務）の実務経験を１年以上有する者とする。 

（ウ）指揮命令者の指示による業務内容を理解し、迅速丁寧に対応できる者とする。 

 

（２）調査書類整理・点検業務  

① 調査書類の分類、整理、移動を行う。 

② 調査書類の検査（不備や誤りがある調査書類の加筆修正等）を行う。  

③ その他派遣先が指示する上記に付随する業務を行う。 

④ 業務遂行上の留意事項  

⑤ 不明な点があるときは派遣先職員に確認すること。 

⑥ 派遣元は、当該業務を行う派遣労働者の選定を次の条件で行わなければならない。 

（ア）Windows 系パソコン、Microsoft Excel の基本操作ができる者とする。 

（イ）一般事務（総務事務・経理事務）の実務経験を１年以上有する者とする。 

（ウ）指揮命令者の指示による業務内容を理解し、迅速丁寧に対応できる者とする。 

 

６  指揮命令者   

 総務部  総務課長  田中  英一  

 

７  就業日及び休日  

（１）就業日  

① 郵送提出調査票処理業務  

毎週月曜日から金曜日まで 

② 調査書類整理・点検業務  

毎週月曜日から金曜日まで 
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（２）休日  

① 郵送提出調査票処理業務  

土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律 (昭和２３年法律第１７８号 )に規定する休  

日及び年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで）の日  

② 調査書類整理・点検業務  

土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律 (昭和２３年法律第１７８号 )に規定する休  

日及び年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで）の日  

（業務の状況により、休日勤務あり（詳細は１３（２）参照）  

 

８  就業時間  

（１）郵送提出調査票処理業務  

月曜から金曜  ９時から１７時  

上記の時間外の労働   有   無  

業務の状況により、時間外勤務あり（詳細は１３（１）参照）  

なお、昼休み休憩については交替で１時間取れることとする 

 

（２）調査書類整理・点検業務  

月曜から金曜  ９時から１７時  

     上記の時間外の労働   有   無  

業務の状況により、時間外勤務あり（詳細は１３（１）参照）  

なお、昼休み休憩については交替で１時間取れることとする 

 

９  休憩時間  

勤務時間内  ６０分   

 

１０  安全及び衛生に関する事項  

 派遣先及び派遣元は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関

する法律（昭和６０年法律第８８号）（以下「労働者派遣法」という。）、労働基準法、労

働安全衛生法その他関係法令により課された責任を負う。 

 

１１  苦情処理に関する事項  

（１）苦情の申し出を受ける者  

 派遣先においては、総務部総務課  副参事  阿部  保昭  電話０４７－３１８－９１８８  
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（２）苦情処理方法、連携体制等  

 ア）派遣先においては、（１）記載の者が苦情の申し出を受け、かつ、派遣先に責任のある苦

情については、派遣先の責任者が中心となって誠意をもって迅速に処理することとし、その結果

について派遣労働者に通知する。 

 イ）派遣元においては、派遣元の責任者が苦情の申し出を受け、かつ、派遣元に責任のある苦

情については、派遣元の責任者が中心となって誠意をもって迅速に処理することとし、その結果

について派遣労働者に通知する。併せて、派遣先にも同様に通知する。 

 ウ）派遣労働者から申し出を受けた苦情のうち、申し出を受けた者の相手方に責任のある苦情に

ついては、迅速、かつ、正確に相手方へ通報する。通報を受けた者は、誠意をもって迅速に処

理することとし、その結果について派遣労働者に通知する。 

 エ）派遣労働者から申し出を受けた苦情のうち、派遣先と派遣元とのいずれにも責任のある苦情

については、双方が互いに連携して誠意をもって迅速に処理することとし、その結果について派遣

労働者に通知する。 

 

１２  人材派遣先の責任者  

 総務部  総務課長  田中  英一  

 

１３  就業時間外の労働及び休日勤務  

（１）第８項に規定する就業時間外の労働は、1 日３時間、週１５時間、月４５時間の範

囲内で命ずることができるものとする。この場合、派遣元は代替派遣労働者の配置を含めて、

当該業務を履行することとする。 

（２）派遣先は、やむを得ない場合には、第７項に規定する休日の労働を、１月２回の範囲内

で命ずることができるものとする。この場合、派遣元は代替派遣労働者の配置を含めて、当該

業務を履行することとする。 

 

１４  福祉増進のための便宜供与に関する事項  

派遣先は、派遣労働者に対し、派遣先が雇用する労働者が利用する休憩スペース及び更衣ス

ペースについて、利用することができるよう便宜供与することとする。 

 

１５  機密保持に関する事項  

派遣先及び派遣元並びに派遣労働者は、派遣業務の履行上知り得た機密を他に漏らしては 

ならず、かつ、他の目的に使用してはならない。契約終了後も同様とする。 
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１６  契約終了時の派遣業務引継ぎ、移行支援  

派遣元は、契約に定めるところにより、契約期間内において、契約の全部若しくは一部を解除、

又は契約期間が終了した場合は、当該派遣業務を派遣先が継続して遂行できるように必要な措

置を講ずるか、又は他者に移行する作業を支援するものとする。 

 

 

１７  派遣労働者の有給休暇及び代理派遣の要請  

（１）派遣元は、労働基準法に基づき、派遣労働者には派遣業務に支障のない範囲において有

給休暇を取らせるものとし、その経費負担は派遣元が負うものとする。 

（２）派遣先は、前号により派遣労働者が有給休暇を取得する場合には、派遣元に対してその

期間中に代理の労働者の派遣を要請することができる。 

 

１８  派遣労働者の交代  

（１）派遣労働者が派遣労働者の責に帰する理由により業務内容を遂行できないとき又は就業

が不誠実であるときは、派遣先は派遣元にその理由を明示し、派遣労働者の交代を求めるこ

とができるものとする。 

（２）派遣元は、派遣先から前号に基づき適法な派遣労働者の交代の要求があったときは、新た

な労働者を派遣するものとする。この場合に生じる費用は、派遣元の負担とする。 

 

１９  法令の遵守  

派遣先及び派遣元は、この仕様書に定めるもののほか、労働者派遣法、派遣元事業主が講ず

べき措置に関する指針（平成１１年労働省告示第１３７号）、派遣先が講ずべき措置に関す

る指針（平成１１年労働省告示第１３８号）その他関係法令を遵守しなければならない。 

 

２０  添付書類  

（１）完了届  

 

２１  提出書類  

 派遣元は、契約締結後、派遣労働者の派遣を行うまでに、次に掲げる事項を書面で派遣先に

通知しなければならない。また、通知後に変更がある場合は、当該派遣労働者が業務に就く前にそ

の旨を通知しなければならない。 

（１）派遣労働者の氏名と性別  

（２）第５項業務内容に示す業務遂行能力に関する情報  

（３）派遣労働者が１８歳未満の場合は、氏名及び性別並びに当該派遣労働者の年齢  
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（４）派遣労働者が４５歳以上である場合は、氏名及び性別並びに４５歳以上である旨

（実年齢の通知は不要）  

（５）派遣労働者が６０歳以上である場合は、氏名及び性別並びに６０歳以上である旨

（実年齢の通知は不要）  

（６）派遣元責任者の氏名、部署名、連絡先  

（７）派遣労働者に係る健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の被保険者資格取得届の

提出の有無（「無」の場合は、当該書類が提出されていない具体的な理由）  

（８）無期雇用派遣労働者か有期雇用派遣労働者であるかの別  

（９）派遣労働者配置計画書  

 

２２  支払金額等  

（１）派遣先が派遣元に支払う金額の計算期間は、月の初日から月の末日までの１か月とし、

各月毎に各派遣労働者の就業時間の合計時間に契約金額を乗じて、当該月の支払金額

を算出するものとする。この場合において、支払金額に円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てるものとする。 

（２）派遣労働者の勤務日、日毎の勤務時間の確認は朝礼、終礼で確認する。 

（３）１日の実労働時間が８時間を超える勤務については、時間外派遣とし、派遣先は派遣元

に対して１時間当たりにつき契約金額の２５％増の額を支払うものとする。 

（４）休日勤務については、派遣先は派遣元に対して１時間あたりにつき契約金額の３５％増

の額を支払うものとする。 

     なお、休日勤務の場合は、１日の実労働時間が８時間を超えても時間外労働に対して

の割増は行わないものとする。 

（５）勤務が２２時以降に及ぶ場合は、派遣先は派遣元に対して前３号の契約金額に加え、

さらに契約金額の２５％増の額を支払うものとする。 

（６）前１号の場合において、各月毎の各派遣労働者の就業時間の合計時間に１時間未満

の端数が生じたときは、当該端数が３０分未満の場合は切り捨てるものとし、３０分以上１

時間未満の場合は、切り上げるものとする。 

（７）契約金額には、派遣元がこの契約を履行するために必要な通勤手当、労働保険及び社

会保険料を含むものとする。 

 

２３  その他  

（１）派遣元は、本業務に関する内容の習熟度の維持並びに事務の効率化を考慮して、「郵送

提出調査票処理業務」に従事した派遣労働者が引き続き、「調査書類整理・点検業務」

に従事できるよう、配慮するものとする。 
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（２）派遣元は、派遣労働者に対し、本業務に関する教育、安全衛生教育及び能力向上等を

図るための教育訓練等を実施するものとする。また、派遣元は安全衛生教育及び教育訓練

等を実施した内容を記録・保管し、派遣先から要請があった場合は、当該記録の提示あるい

は記録等の写しを提出するものとする。 

（３）派遣元は、健康診断等の結果に基づいて、派遣労働者に安全衛生に係る措置を講じる

必要がある際は、派遣先に通知するものとする。通知を受けた派遣先は、その措置が実施でき

るように、必要な協力と配慮を行うこととする。 

（４）派遣元が選任する派遣責任者は、派遣元責任者講習を修了した者とする。 

   なお、派遣先が派遣責任者の資格・能力等に係る証を求めたときは、派遣元は、派遣元責

任者講習を修了した者であることを、書面で提出するものとする。 

（５）派遣元は、この業務の遂行に当たり、派遣先又は第三者に損害を及ぼしたときは、派遣先

の責に起因する事由による場合を除いて、その損害賠償の責を負わなければならない。 

（６）この仕様書に定めのない事項及び疑義の生じた事項は、派遣先と派遣元とがその都度協

議の上、決定するものとする。  

 


